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 情報化施工とは現場の施工管理について新たな施工管理技術による施工を行うことであり国

土交通省では一般化に向けた様々な取組が行われている。現場施工については既に一部工事に

おいて情報化施工の各技術を用いた施工が試行されているところであるが、その中でまだ施工

事例が少ないマシンガイダンス技術について京都第二外環状道路小塩灰方地区改良工事で実施

している。ついては本工事でのマシンガイダンス技術実施に向けての発注者・受注者間のやり

とり、現場での施工状況及び課題となったこと等について報告を行うものである。 
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1.  マシンガイダンス技術について 

 マシンガイダンス技術は施工機械の位置、方位などを

リアルタイムに計測し機械オペレーターに対し明示する

ことで施工機械操作の誘導を行うなど、熟練度に依存し

ない操作が可能となるとともに、その都度施工機械から

下車して施工状況を目視していたものが不要となるなど、

施工を容易にするものである。本工事ではバックホウに

よる施工について適用を行った。従来の丁張りや目視に

よる機械操作が不要となることから施工誤差の縮小や施

工時間の短縮などの効果が想定される。 
 
 

２. マシンガイダンス技術実施工事について 

 本技術のみならず情報化施工全般について一般化・実

用化に向けての試行を全面的に展開しているところであ

ることから京都国道事務所においても適用可能な工事の

選定を行った。その結果、まとまった盛土量が有り、約

１年間の継続的な土工事の施工を予定していた以下の工

事を適用することとした。 
 工事名：京都第二外環状道路小塩灰方地区改良工事 
 地 先：京都府京都市西京区大原野小塩町～大原野灰 

方町地先 
 工 期：2011年3月19日～平成2013年2月28日 
 受注者：西武建設(株) 

 工事量：施工延長約４６０ｍ（道路改良一式） 
     掘削約48,000m3、盛土約82,000m3等 

  
 
 

３. マシンガイダンス実施フローについて 

マシンガイダンス技術を用いた施工を行うためには従

来の施工では使用しなかった設計データの作成、施工機

械及び計測装置の配置などが必要となる。ここでは実施

に向けての作業フローを説明する。 
 
 

 

図-1  工事位置図 

工事箇所 
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(1) 3次元設計データの作成 
 施工においてマシンガイダンスを実施するためには施

工機械の測位を行うための計測装置が必要なのはもちろ

んであるが詳細設計成果の３次元化を行い、機械操作を

誘導する目標線を導き出す必要がある。 

a) 基準点の設置 
 現場状況を３次元データ化するために必要な測位を行

う上での基準点を設ける。施工エリアを取り囲むように

配置を行う。（図-2） 

 

 

図-2  基準点配置図（工事平面図） 
 
b) ３次元現況データ作成 
 現況地盤線の３次元化（ポリゴン）を行う。ノンプリ

ズムタイプの３次元レーザースキャナにより計測を行い

現況地盤線点群の３次元座標データを取得しデータ処理

及び合成を行う。（図-3） 

 

図-3  現況データ作成図 
 

c) ３次元設計データ作成 
当初発注段階の設計成果を基に２次元の設計成果を３

次元に変換を行った。（図-4）本工事では作成作業を施

工業者に指示した。慣れない作業であることから当初設

計成果照査、３次元化作業及び３次元化後のデータチェ

ックなどが難航した。また作業期間は当工区の延長約４

６０ｍの変換作業で約１ヶ月程度掛かることとなった。 

既に作成済みの現況データと合成を行うことで法面の正

確な切り出しラインを算出することが出来る。本工事で

実際に施工する3次元設計完成データの抽出を行った。 

（図-5） 

 

 
図-4  ３次元設計データ 

 

 

 

図-5 ３次元完成データ 
 

(2) ICTバックホウ導入準備 
本技術の根幹となるバックホウの位置方位等計測が可

能となる機器の配置、機械調整を行い現場施工に備える

工程である。測位にはＧＮＳＳ（Global Navigation 

Satellite System）を用いる。ＧＮＳＳにより人工衛星

からの情報を用いて１個の基地局及び各施工機械の位置

を特定させる。本工事ではバックホウに交信機械を登載

して位置を特定する。（ＩＣＴバックホウ）こうして得

られた施工機械位置及び方位の情報を基に基地局と施工

機械との位置関係からマシンガイダンスにより施工機械

の操作を誘導する。 

a) ＧＮＳＳ受信環境確認・基地局設置 
 ＧＮＳＳからの位置情報受信が可能となる基地局設置

箇所を選定する。位置の特定を行うために基地局及び施

工機械それぞれで同じ衛星を５個以上観測可能な箇所を

基地局の位置とした。また、施工範囲に機械が移動した

際に基地局との無線交信が出来る状況かどうかも併せて

確認を行い基地局を設置した。（図-6,7）なお、基地局

と移動局（ＩＣＴバックホウ）との無線交信は概ね５０
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０ｍまでは通信可能である。 

 また、ＧＮＳＳ座標系を現場座標系（工事基準点に基

づいたもの）に変換するローカライゼーションを併せて

実施した。 

 

 

図-6 基地局設置図 
 

 

図-7 基地局設置状況 
 

b) バックホウへの通信機器類等の取付 
マシンガイダンスに対応するために必要となる機器類

の取付を行う。①バックホウの位置情報を取得するため

のＧＮＳＳ受信機（移動局）、②基地局と交信を行うた

めの無線機、③ブーム・アーム及びバケットの詳細な位

置を把握するためのチルトセンサー、④バックホウオペ

レーターが機械の位置方位を確認するためのコントロー

ルボックス、⑤施工機械の傾斜具合を測定するためのピ

ッチセンサー などが挙げられる。（図-8） 

 

図-8 バックホウに取り付ける機器類 
前出の機器を取り付けた上でトータル的なキャリブレ

ーションを実施し、マシンガイダンスによるオペレーシ

ョンと機械の挙動との整合性について高精度な管理を目

指す。 

 

(3)現場施工 
a) 日々の精度確認について 
 ＩＣＴバックホウの準備が整えばいよいよ現場施工に

着手となるが準備段階で行った現場納入時の性能確認以

外にも日々の施工前始業点検（表-1）により機器の不具

合が無いかどうか確認を行う。また、基地局の位置等の

ズレなどが無いかどうか座標確認を既知点に基づき実施

する。（図-9）これらの情報はより正確な情報化施工を

行う上で重要な確認であり結果についてはデータベース

化し、後々に確認できるようにしておく。 

 

 

表-1 日々点検チェック表 
 

 

基地局 
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図-9 基地局座標点検状況 
 

b) 施工状況について  
マシンガイダンス対応バックホウにより道路土工の施

工を行う。通常必要となる丁張りが無く、また、熟練の

オペレーターによる目視操作ではなく、コントロールボ

ックスからの誘導を画面上で確認してのバケット操作と

なる。（図-10） 

 

図-10 丁張りが無い中でのバックホウによる道路土工施工 
オペレーターは運転席で平面データ、断面データ、バ

ケットの位置（座標）及び仕上がり高さまでの差分が表

示されることからリアルタイムにそれらの情報を確認し

ながら機械操作を行う。（図-11,12） 

 

 

図-11 コントロールボックスからのガイダンス状況 

 

 

図-12 運転席からの施工確認状況 
 

 

４. 情報化施工を実施して見えたこと 

 

マシンガイダンス技術を用いた施工については工事途

上のため引続き実施していくところであるが現段階にお

ける上記技術を適用した場合の効果及び課題として見え

てきたことが有ることから技術の一般化・実用化に向け

ての参考としていただきたく報告を行うものとする。 
 

(1)効果の見られた事 
 丁張りが無いことが設置手間及び施工時間の大幅縮減

へと繋がったことである。オペレーターに聞き取り調査

を行ったところ、初めてのため最初は戸惑うがすぐに慣

れ、機械操作がしやすかったとのことである。上記縮減

が施工コスト削減に繋がることが期待される。また、丁

張りや検収作業が省力化ができることで作業待ち時間の

縮減による施工効率向上、効率向上による施工機械排出

ガス低減効果の発現及び補助作業員が重機へ接近しての

作業が少なくなるため事故発生率軽減への寄与などが想

定される。 

 
(2)課題となった事 
 まず、施工に欠かせないマシンガイダンス対応の施工

機械（機器）を調達するのに難航したことである。全国

的に見て普及が進んでいないことから、施工を行うとな

った場合に機器の調達がスムーズに行えない懸念がある。

また、供給が進んでいないことから調達単価が高止まり

であるため施工効率の向上によるコストアップ効果を相

殺してしまう状況となっている。また、人材育成等の観

点から言うと、情報化施工についての知識及び技術の普

及が浸透していないため、いざ施工を行うにしても情報

化施工対応を模索しながらの対応となってしまう状況と

なっている。技術を習得するためのフィールドとなる現

場の数についても極めて少数であることから技術を習得

する機会が少ない。更には情報化施工に必要な設計成果

の３次元化についてはノウハウがまだ浸透していないた
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め時間及び費用を要する状況である。本工事では着手か

ら製作完了まで１ヶ月を要している。本作業については

詳細設計段階で実施できるものではなく施工着手段階で

の対応となってしまうため、上記作業に手間取れば工期

への影響が出る場合もそうていされる。また、ＧＮＳＳ

の測位精度について現場条件により左右される場合があ

り、誤差が大きくなってしまう場合の対応について等が

不明であることなどの課題が出てきている。 

しかし、上記課題などについて議論を重ね、解決して 

いくことで情報化施工の一般化・実用化が更に進展する 

 

と共に施工効率化へと繋がっていくものであると推察れ

る。 
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